
第１章 中国経済が世界経済に与える影響 

世界の成長をけん引してきた中国であるが、近年は成長率が低下傾向にあり、いわゆ

る「過剰供給」問題のような貿易面での課題も指摘されている。本章では、中国経済の

基本的な構造を捉えた上で、現下の中国経済の課題を掘り下げながら、中国の景気動向

と世界経済に与える影響を議論する。 

第１節では、中長期的な視点も含めて中国経済の構造を概観する。GDPや人口動態、

貿易を中心に、これまでの中国の経済発展と現在の経済・貿易構造の特徴、人口減少・

少子高齢化による今後の経済への影響等について論じる。 

 第２節では、より短期の景気動向に焦点を当て、2024年後半の中国経済の動向を振り

返る。その中で、特に課題として指摘されている不動産市場の停滞による家計消費への

影響やいわゆる「過剰供給」問題の実態と貿易を通じて世界経済に与える影響について、

試算も交えた分析を行う。 

第３節では、これらの分析を総括する。 

第１節 人口動態と貿易構造からみた中国経済の特徴 

 本節では人口動態や貿易構造からみた中国経済の中長期的な発展の特徴について確認

する。 

１．中国経済の概観 

（世界第２位の経済規模） 

中国は、1980年代の改革開放以来、実質で平均10％程度の高い成長を続け、2001年の

WTO加盟等も経て、「世界の工場」として世界の成長をけん引してきた。その結果、

2010年にはドル建ての名目GDPで日本を抜き、アメリカに次ぐ世界第２位の経済規模と

なった。2023年には、世界に占める各国のドル建て名目GDPのシェアは、アメリカが

26.2％、中国が16.8％、ユーロ圏が14.8％、日本が4.0％となっている（第1-1-1図）。

IMFの予測によれば、成長のスピードは現在よりやや鈍化するものの、2025年から2029

年にかけて名目で５％超の成長を続け、世界第２位の経済規模を維持する見通しとなっ

ている。 
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第1-1-1図 各国の名目GDP規模の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 一方で、国民の所得水準を示す一人当たり名目GDPをみると、中国は2023年に1.3万

ドル程度となっている。これはロシア（同1.4万ドル程度）、メキシコ（同1.4万ドル程

度）、トルコ（同1.3万ドル程度）、マレーシア（同1.2万ドル程度）といった国々と同

程度であり、日本と比較すると３分の１程度の水準である（第1-1-2図）。経済規模が

世界第２位と世界経済で大きな位置を占めるようになって久しい中国であるが、一人当

たりの所得水準でみれば高中所得国1の地位にある。 

 

第1-1-2図 各国の一人当たり名目GDPの推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
1 世界銀行は、一人当たり名目GNI（世界銀行が内外の物価変動の影響を調整してドル換算）に基づき、加盟国を所

得水準別に高所得国、高中所得国、低中所得国、低所得国の４つに分類しており、2024年時点で日本は高所得国、中

国は高中所得国にそれぞれ分類されている。 

（備考）IMF (2024) により作成。市場レートベース。インドは年度の値。 

（備考）IMF (2024) により作成。市場レートベース。インドは年度の値。 
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（中国のＧＤＰの構成） 

 世界第２位の経済規模である中国のGDPについて、その構成を確認してみよう。まず

は支出面について他の主要国と比較すると、企業の設備投資や公共投資を含む総固定資

本形成が約41％と最大の構成項目となっており、これは総固定資本形成の構成比が大き

かった1980年の日本の水準（約35％）も上回っている。一方、他の主要国では最大の構

成項目となっている家計消費の構成比が中国では約39％と４割を下回っている（第1-1-

3図）。なお、2000年の時点では家計消費の構成比は約47％であった一方、総固定資本

形成の構成比は約33％であり、家計消費が最大の構成項目であった。中国では、2000年

代以降、投資の伸びが家計消費の伸びを上回って推移してきたことが分かる。 

 

第1-1-3図 名目GDPの構成比（支出面） 

（１）中国の推移             （２）各国比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 次に、中国のGDPの生産面、すなわち産業構成を確認する。主要国と比較してみると、

製造業を中心とする第二次産業の構成比が約38％と他の主要国に比べて高くなっている

（第1-1-4図）。この第二次産業の構成比の高さは経済のサービス化の進展途上にあっ

た1980年の我が国と同程度の水準である。このことは、他の主要国の歴史的な経済成長

の過程でみられたように、中国には経済のサービス化を通じた更なる成長の余地がある

ことを示唆している。 

  

（備考）中国国家統計局により作成。 

 
（備考）１．中国国家統計局、アメリカ商務省、 

ドイツ連邦統計局、インド統計・事業実施 

省、内閣府「国民経済計算」により作成。 

２．2023 年（インドは 2023年度）の名目 GDP 構成

比。 
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第1-1-4図 各国の名目GDPの構成比（生産面） 

（１）中国の推移             （２）各国比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（中国経済のストック面） 

 次に、中国経済について、ストック面から概観する。政府系シンクタンクである中国

国家金融発展実験室による2019年までのSNAベースのバランスシートをみると、一国全

体では、急速な固定資本投資によって固定資産が2010年以降一貫して対GDP比で拡大を

続けてきた一方、金融資産は2017年以降対GDP比で頭打ちとなっている（第1-1-5図）。

2019年時点で他の主要国と比較してみると、中国では固定資産がGDPの4.5倍程度とな

っており、３倍程度となっている他の主要国よりも高い水準にある。これは、他の主要

国に比べて資本効率が低いことを反映しているといえる。中国の金融資産のGDP比は10

倍程度となっており、11倍程度となっているアメリカと同程度である。また、金融資産

の構成については、持分・株式の割合が約３割となっており、これは我が国（14％）や

ドイツ（22％）の割合よりも高く、アメリカと同程度である。 

 

  

（備考）１．中国国家統計局、アメリカ商務省、 

ドイツ連邦統計局、インド統計・事業実施 

省、内閣府「国民経済計算」により作成。 

    ２．2023年の名目 GDP 構成比。インドは名目 GVA 

の年度の推計値の割合。 

    ３．中国の分類に合わせ、「電気・ガス・水道」は 

      第二次産業に分類している。 

    ４．1980年の日本のデータは 2009（平成 21）年度 

国民経済計算確報（2000年基準・1993SNA）か 

ら作成しており、2023年の日本のデータ（2015 

年基準・2008SNA）とは概念・定義が異なるた 

め、厳密には接続していない点に留意が必要で 

ある。 

（備考）中国国家統計局により作成。 

（）内は 2023年の構成比（％）。 
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第1-1-5図 一国全体の資産（ＳＮＡベース） 

（１）中国の推移                 （２）各国比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．中国の人口動態 

（人口減少が急速に進む中国） 

次に、1950年以降の人口動態を俯瞰する。 

1950年の中国の総人口は5.4億人、年少人口割合は34.8％、生産年齢人口割合は

60.2％であった（第1-1-6図）。以降、1979年に一人っ子政策導入後（後述）も人口は

増加傾向にあったが、年少人口割合は1966年（41.5％）、生産年齢人口割合は2010年

（72.9％）、総人口は2021年（14.3億人）にそれぞれピーク2を迎えた。その後、総人

口は減少傾向となり、2023年の総人口は14.2億人、年少人口割合は16.6％、生産年齢人

口割合は69.1％となっている。国連の見通しでは2024年以降も人口減少傾向が継続し、

2050年の総人口は12.6億人、年少人口割合は9.9％、生産年齢人口割合は59.1％まで低

下する見込みである。 

比較のため日本の数字を確認すると、1950年の日本の総人口は0.8億人、年少人口割

合は35.4％、生産年齢人口は59.7％であった。以降、年少人口割合はほぼ一貫して低下

してきたが、総人口は緩やかに増加を続け、生産年齢人口割合は1992年（69.8％）にピ

ークを迎えた。総人口は、2008年（1.3億人）にピークを迎えた後、緩やかに低下し、

2023年の総人口は1.2億人、年少人口割合は11.4％、生産年齢人口割合は59.4％となっ

 
2 2024年 7月 11日付国連経済社会局プレスリリースによると、世界の人口は、今後 60年間で増加し、2024年の 82

億人から 2080年代半ばには 103億人でピークに達する見込みである。また、2024年時点で、中国、ドイツ、日本、

ロシアを含む 63の国と地域では人口がピークに達しており、これらの国と地域の人口は今後 30年間に 14％減少する

と推計されている。 

（備考）中国国家金融発展実験室により作成。 （備考）OECD Data Explorer により作成。2019年値。 
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ている。国立社会保障・人口問題研究所の推計（中位推計）では、2050年の総人口は

1.0億人、年少人口割合は9.9％、生産年齢人口割合は53.0％まで低下する見込みである。 

 

第1-1-6図 中国、日本の総人口と生産年齢人口 

（１）中国                （２）日本 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（備考）１．中国は、国連“World Population Prospects 2024”により作成。2023年までは推計値、2024年以降は中位 

推計値を使用。中国では 2024年における法定退職年齢（定年）は男性で 60歳となっている。 

２．日本は、1950年～2020年までは総務省「人口推計」、2021年以降は国立社会保障・人口問題研究所 

「日本の将来推計人口（令和５年推計）」により作成。1971年以前は沖縄県を含まない。 

    ３．年少人口は 0～14歳、生産年齢人口は 15～64歳の人口を指す。 

        ４．生産年齢人口割合は、総人口に対する生産年齢人口の割合。従属人口指数は、生産年齢人口に対する従属人 

口（年少人口と老年人口の合計）の割合。Bloom et al. (2023) によれば、生産年齢人口に対する従 

属人口の比率（従属人口指数）が低下する「人口ボーナス」の期間には一人当たり生産性が高まるとともに、 

労働参加率や貯蓄率の上昇、人的資本の蓄積が進むことにより、経済成長が促進されやすいとされる。一方、 

従属人口指数が上昇する「人口オーナス」の期間には逆の効果が働き、経済成長が抑制される傾向がある。 
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なお、国別の人口は長らく、中国、インド、アメリカの順に多かったが、中国の総人

口は2022年にインドに抜かれ、第２位となった。国連によれば、インド、アメリカは、

2024年以降も人口増加を続ける見込みである（第1-1-7図）。 

 

第1-1-7図 中国、インド、アメリカ、日本の人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人口動態の詳細も確認しよう。出生数と死亡数から決定される人口の自然変化率3を

みると、中国では2017年（5.8‰）以降急速に低下し、2021年（▲0.2‰）以降はマイナ

スに転じている（第1-1-8図）。日本は1950年（17.2‰）以降、出生率の低下とともに

緩やかに低下し、2005年（▲0.2‰）以降はマイナスに転じている。 

合計特殊出生率4をみると、中国では1970年代に６を超える水準から急速に低下5し、

2000年から2017年にかけては1.6～1.8程度で推移していたものの、2023年における合計

特殊出生率は1.0と1950年以降最低となり、日本の合計特殊出生率1.2を下回った（第1-

1-9図）。日本では1973年（2.1）以降は低下傾向にあり、その後2005年（1.3）を底に

幾分回復したものの、2015年（1.5）以降は再び低下する状況となっている。 

  

 
3 人口千人当たりにおける自然変化（出生数から死亡数を差し引いたもの）。人口の増加または減少のうち、出生と

死亡によってのみ決定される。 
4 一人の女性が一生の間に産むと推計される平均子供数。15～49歳の女性の年齢別出生率により求められる。 
5 Zhang (2017)は、1971年に本格的な家族計画キャンペーンが開始された結果、中国の出生率が1971年から1978年の間

に半減したと指摘している。 

（備考）１．国連“World Population Prospects 2024”により作成。 

２．2023年までは推計値、2024年以降は中位推計値を使用。 

３．()内は 2023年の人口。 
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第1-1-8図 中国、日本の人口の自然変化率 

（１）中国                （２）日本 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

第1-1-9図 中国、日本の合計特殊出生率 

（１）中国                （２）日本 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（備考）１．中国は、国連“World Population Prospects 2024”により作成。2023年までは推計値、2024年以降は 

中位推計値を使用。 

    ２．日本は、1950年～2023年まで厚生労働省「人口動態統計」、2024年以降は国立社会保障・人口 

問題研究所「日本の将来推計人口（令和５年推計）」により作成。1972以前は沖縄県を含まない。 
 

（備考）１．中国は、国連“World Population Prospects 2024”により作成。2023年までは推計値、2024年以降は 

中位推計値を使用。 

      ２．日本は、1950年～2023年まで厚生労働省「人口動態統計」、2024年以降は国立社会保障・人口 

問題研究所「日本の将来推計人口（令和５年推計）」により作成。1972以前は沖縄県を含まない。 

３．出生率は人口千人当たりの出生数。死亡率は人口千人当たりの死亡者数。 
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移民を考慮した人口変化率をみても、中国は2021年（▲0.0％）以降はマイナスに転

じており、2024年以降もマイナスが継続する見込みである（第1-1-10図）。日本におい

ても2011年(▲0.2％)以降マイナスとなり、今後もマイナスが継続する見通しとなって

いる。 

こうした現状に対する中国政府の対応は後述するが、今後も中国の少子化及び人口減

少の傾向は続くと見込まれる。 

 

第1-1-10図 中国、日本の人口変化率 

（１）中国               （２）日本 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

少子化及び人口減少の要因の一つとして挙げられる中国のこれまでの人口政策を振り

返ると6、急激な人口増加と食糧不足への対応として1979年に一人っ子政策導入後、憲

法でも計画出産の義務が規定された。その結果、人口抑制に成功したものの、労働供給

の伸びの低下や高齢化の加速を背景に2002年に「人口及び計画出産法」が施行され、一

定の条件下で二人目の子どもを産むことが許容された。2015年には夫婦一組につき二人

の子どもを産むことが全面的に解禁され、2021年の法改正により、夫婦一組につき三人

の子どもを産むことができることとなった。こうした取組により中国政府は出生率の上

昇に努めたが、先にみたとおり、合計特殊出生率は2000年から2017年にかけては1.6～

1.8程度で安定して推移していたものの、2018年から一段と低下している。また、長く

採られた一人っ子政策の影響から、中国の若年層は男性が女性より１割程度多いという

偏った人口構成となっている（第1-1-11図）。 

 

 
6 詳細は、内閣府（2021）を参照。 

（備考）１．中国は、国連“World Population Prospects 2024”により作成。2023年までは推計値、2024年以降 

は中位推計値を使用。 

      ２．日本は、1950年～2020年まで総務省「人口推計」、2021年以降は国立社会保障・人口問題 

研究所「日本の将来推計人口（令和５年推計）」により作成。1971年以前は沖縄県を含まない。 
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第1-1-11図 中国における若年層の男女比（2020年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

少子化に歯止めがかからない中、2024年10月に国務院は出産・育児支援に関する新た

な施策を公表した（第1-1-12表）。出産・育児支援制度の改善により、出産、育児、教

育にかかるコストの削減、適切な出生水準を実現し、「質の高い人口発展7」を促進す

るとしている。 

  

 
7 2023 年６月の第 20 期中央財経委員会第１回会議において、習近平総書記は、「現在中国の人口発展には少子化や

高齢化、地域人口増減分化という傾向・特徴がみられる。こうした中国の人口発展の新たな状況を全面的に認識し、

正しく捉えなければならない。強国建設と民族復興という戦略的方針に着眼し、新時代の人口発展戦略を整備し、人

口発展の新たな常態を認識し、これに適応し、導いて、人口の全体的資質の向上に力を入れ、適度な出生水準と人口

規模の維持に努め、資質が優れ、総量が十分で、構造が最適化され、分布が合理的な現代化人的資源の育成を加速さ

せ、質の高い人口発展で中国式現代化を支える必要がある。」と述べている。 

（備考）中国国家統計局により作成。 
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第1-1-12表 「出産・育児支援に向けた政策体系整備の加速と 

出産・育児に優しい社会の建設に関する若干の措置」の主な内容 

＜出産・育児サービスの支援強化＞ 

○従業員医療保険に加入している柔軟な就業形態の就業者（自営業者、パートタイマ

ー、新しい就業形態（ギグ・ワーカー））や農民工(農村から都市部への出稼ぎ労働

者)等を出産保険8へ組み入れるよう指導する。 

○出産・育児休業制度を整備し、法律や規則で定められた産休、育児休業等の出産・

育児関連の休暇の取得を保障する。 

○教育費と乳幼児の養育費に係る個人所得税の特別付加控除額9を引き上げる。各地

域が状況に応じて出産時の鎮痛剤及び生殖補助医療に医療保険を適用するよう指導す

る。 

＜育児サービスシステムの構築＞ 

○小児専門病院、女性・小児向け保健施設の設立や総合病院等における産婦人科、小

児科の設置を強化する。 

○包括的な保育サービスの供給を増やす。保育サービスの価格を低下させるため、条

件が整っている地方政府に対して、地域の状況に応じて保育施設への運営補助金を支

給するよう奨励する。 

＜教育、住宅、雇用等の面における支援強化＞ 

○質の高い教育資源の供給を拡大する。経済的に恵まれない家庭の学生が支援を受け

られるよう教育無償化範囲の段階的な拡大を検討する。 

○条件が整っている地域では、多子世帯の住宅購入に対する支援を拡大するよう奨励

する。 

○育児に優しい労働環境を構築するため、雇用主が柔軟な就業時間や在宅勤務制度を

導入すること、職場において託児サービスを提供し、従業員の育児負担を積極的に軽

減することを奨励する。 

＜出産・育児に優しい社会の雰囲気づくり＞ 

○若者の出会いを支援するためのプラットフォームを構築する。 

○人口政策に関する教育を強化し、出産に優しい社会環境を構築する。 

 

 

 
8 女性従業員に対する出産休暇・休業手当及び出産に係る医療保障を内容とするもの（厚生労働省（2024））。1988 

年から試行され、1994 年から全国で実施されている。 
9 張敏（2024）によると、中国では 2019年１月から個人所得税の特別付加控除制度が導入され、教育費、家賃等の６

項目について課税所得から控除ができるようになった。2022年１月からは３歳以下の乳幼児の養育に関する支出も個

人所得税の控除対象となっており、更に 2023年１月からは教育費と３歳以下の乳幼児の養育に関する支出につい

て、一人当たりの控除限度額が１か月当たり 1,000元から 2,000元に引き上げられている。 

（備考）中国中央人民政府資料、張敏（2024）により作成。 
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（直面する高齢化への対応） 

人口減少と並行して進む高齢化を概観する。中国の高齢化の状況をみると、65歳以上

の割合は2023年に14％となり10、2044年には28％と急激に上昇することが予想されてい

る（第1-1-13図）。 

また、平均寿命は1950年の43.8歳から2023年には78.0歳まで延びており、長寿命化が

進んでいる（第1-1-14図）。年齢別死亡数の分布をみると、男性の約26％、女性の約

46％が85歳以上まで生きる社会となっており、高齢社会への対応が課題となっている11

（第1-1-15図）。 

 

第1-1-13図 中国の高齢化率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第1-1-14図 中国の平均寿命の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
10 なお、第７回人口センサスでは、2020 年の 65 歳以上人口の割合は 13.5％となっている。条例により、中国の人口

センサスは 10 年毎に実施されることになっている。末尾が０の年が実施年とされ、調査年の 11 月１日０時が基準時

点とされる。また、次の人口センサスが実施されるまでの間に全国人口の１％の規模のサンプル調査が実施されるこ

とになっている。 
11 なお、日本は男性の約４分の１、女性の約２分の１が 90歳以上まで生きる社会である（内閣府（2024））。 

（備考）１．国連“World Population Prospects 2024”により作成。 

２．2023年までは推計値、2024年以降は中位推計値を使用。 

（備考）１．国連“World Population Prospects 2024”により作成。 

２．2023年までは推計値、2024年以降は中位推計値を使用。 
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第1-1-15図 中国の年齢別死亡数の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

こうした人口構造の変化に伴う労働供給の減少等から、2024年９月の全国人民代表大

会常務委員会において、法定退職年齢の段階的な延長が決定された12。法定退職年齢を

2025年から2039年の15年間で、男性は60歳から63歳、女性の一般労働者（工人）は50歳

から55歳、女性の管理職（幹部）は55歳から58歳に段階的に引き上げるとしている13。 

 

（進行する人口動態の変動は中長期的な成長力の押下げ要因） 

 中国で進行する少子高齢化や総人口の減少傾向は、主に労働投入量の低下を通じて中

長期的な潜在成長率を押し下げていくこととなる。Bloom et al. (2003)によれば、生産年

齢人口に対する従属人口の比率（従属人口指数）が低下する「人口ボーナス」の期間に

は、一人当たり生産性が高まるとともに、労働参加率や貯蓄率の上昇、人的資本の蓄積

が進むことにより、経済成長が促進されやすいとされる。一方、従属人口指数が上昇す

る「人口オーナス」の期間には逆の効果が働き、経済成長が抑制される傾向がある。中

国では2010年を境に従属人口指数が上昇に転じており、中国は現在「人口オーナス」期

にあるといえる（第1-1-16図）。世界銀行の推計14では、2000年代初頭には潜在成長率

に対する労働投入の寄与が１％ポイント程度あったが、2010年代には０％ポイント程度

まで低下し、2021年時点ではマイナスに転じている。OECDの推計でも、2010年代初頭

には10％近くあった潜在成長率は低下を続け、2024年には4.5％程度となっている（第

 
12 人的資源・社会保障部の王暁萍部長は同日に開催された記者会見で、退職年齢を引き上げる背景等についての質問

に対し、現行の法定退職年齢を定めた1950年代から中国の経済・社会及び人口構造は大きく変わり、労働者のニーズ

も多様化したため、退職年齢の調整が必要となったと回答した。その上で、退職年齢の引き上げは、人的資源の有効

活用の促進や労働力の有効供給の増加につながるほか、労働者の多様化したニーズに応えることにつながると説明し

た。 
13 なお、OECD (2023)によれば、G20諸国のうち、男女で退職年齢が異なるのは中国、アルゼンチン、ブラジルのみ

である。 
14 Kilic Celic et al. (2023) 

（備考）国連“World Population Prospects 2024”Life Tables-Single Ages により作成。 
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1-1-16図）。また、実際に過去の生産年齢人口変化率と実質GDP成長率の関係をみると、

1980年代から2000年代にかけて生産年齢人口が増加する中で実質GDP成長率は平均10％

程度で推移してきたが、2010年代以降生産年齢人口が減少に転じる中で実質GDP成長率

も鈍化してきている（第1-1-17図）。なお、国連の推計を基にした2030年代の生産年齢

人口増加率は平均▲0.8％となっており、これまでよりも生産年齢人口の減少ペースが

加速する見通しである。 

 

第1-1-16図 中国の潜在成長率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第1-1-17図 中国の生産年齢人口変化率と実質GDP成長率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（備考）世界銀行、OECD (2024)により作成。潜在成長率に対す

る各生産要素の寄与度は世界銀行推計値。 

（備考）１．国連“World Population Prospects 2024”、IMF (2024)により作成。 

２．生産年齢人口のデータは 2023年までは推計値、2024年以降は中位

推計値を使用。生産年齢人口は 15～64歳の人口を指す。 
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加えて、他に潜在成長率を規定する要素である資本投入や全要素生産性についても、

成長期待の低下に伴う設備投資の鈍化や研究開発を担う若年人口比率の低下等を通じて

下押しされる可能性がある。 

こうした人口要因による下押し圧力は、段階的に実施されることとなった法定退職年

齢の引上げや大学進学率の向上等を含めた人的資本投資の拡大によって一定程度軽減を

図ることができると考えられるものの、中長期的に中国の経済成長を下押ししていく大

きな要因となると考えられる15。 

 

（中国の世帯数の動向） 

中国においても我が国と同様に、人口が減少に転じる中でも世帯人数が減少すること

によって世帯数が増加してきており、2000年代には前年比1.6％～2.4％で増加を続けて

きたが、2012年以降は増勢が鈍化している（第1-1-18図）。一世帯当たりの人数をみる

と、1996年には3.7人だったが、2022年には2.8人となっており、世帯人数の減少が進ん

でいることが分かる。なお、2020年の人口センサスによると、三世代以上（例：祖父母、

親、子ども）の世帯は13.8％、二世代世帯（例：親と子ども）は36.7％、一世代世帯

（例：単身世帯や夫婦のみの世帯）は49.5％であり、一世代世帯が半分近くの割合を占

めている。 

 

第1-1-18図 中国の世帯数と一世帯当たり平均人数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
15 例えば、ECB (2024)では、国連の人口予測（中位推計値）等を前提として、高齢化と生産性上昇率の低下により中

国の経済成長率は 2035年には 3.7％まで低下すると予測している。 

（備考）中国国家統計局により作成。 
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（住宅ストックの増勢は鈍化） 

 ここで人口動態の影響を受ける住宅ストックの状況もみてみよう。各年末（2024年に

ついては６月末）時点の住宅面積を確認すると、世帯数の増勢が鈍化していく中で、住

宅ストックの増勢も2022年頃から鈍化してきていることが分かる（第1-1-19図）。 

中国の不動産市場の動向については次節以降でより詳しく扱っていくが、こうした人

口及び世帯数の動向が住宅需要の伸びを構造的に鈍化させていく要因となっていること

を念頭に置いておくことが必要である。 

 

第1-1-19図 中国の世帯数と住宅面積 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．中国の貿易構造の特徴 

これまで、経済構造や人口動態から中国経済の特徴を概観してきた。では、世界第２

位の経済規模となっている中国経済の動向は、世界経済にどのような影響を及ぼすのだ

ろうか。本項では、中国経済と世界経済との関係を捉えるべく、中国の貿易構造の特徴

を確認していく。 

 

（貿易黒字とサービス赤字） 

中国経済が世界経済に与える影響を考えるに当たって、貿易・投資の動向を確認する。

まず、中国の経常収支について2001年のWTO加盟後の動向をみると、貿易黒字がけん

引する形で一貫して黒字となっているが、2010年代半ばから顕著となったサービス収支

の赤字が経常収支の黒字幅の拡大を抑制している（第1-1-20図）。貿易収支については、

2000年代半ば頃から2,000億ドルを上回る大幅な貿易黒字が継続しており、特に2020年

以降は黒字幅が拡大し、2022年には過去最大の6,650億ドルの貿易黒字となった。こう

した結果、中国は、2011年を除いて2006年以降毎年世界最大の貿易黒字国の地位を維持

（備考）中国国家統計局により作成。 

    住宅面積は年末（2024 年のみ６月末）値かつ試算値。試算方法は

付注 1-1を参照のこと。 
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している。一方で、2010年代半ばから継続するサービス収支の赤字は主に旅行収支の赤

字によるものである。2020年から2022年にかけては新型コロナウイルス感染症（以下

「感染症」という。）拡大に伴う海外旅行の大幅な減少によりサービス収支の赤字幅は

やや縮小したが、海外旅行の再開もあり2023年には再び赤字幅が拡大した。また、利子

や配当を含む投資収益が赤字（支払超過）基調にあることから第一次所得収支16は赤字

が継続している。 

 

第1-1-20図 中国の経常収支 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 このように、中国の貿易収支は大幅な黒字を継続しており、財輸出を通じて世界経済

に大きな影響を与える経済構造となっている。こうした貿易収支の動向を輸出と輸入に

分けて確認してみよう。輸出金額、輸入金額いずれについても、世界金融危機後の2009

年頃や内外の景気に減速感がみられた2015～2016年頃に一時的な減少があったものの、

2000年から2018年にかけて年平均13％程度の増加基調で推移してきた（第1-1-21図）。

その後、米中貿易摩擦や感染症拡大の影響もあり、2019年から2020年にかけて対前年で

減少ないし伸びが鈍化したが、世界的な需要回復がみられた2021年には輸出金額、輸入

金額とも前年比20％を上回って大きく増加した。輸入金額については内需の伸びが鈍化

していく中で2022年をピークに頭打ちとなったが、輸出金額は対照的に2024年に過去最

大の3.6兆ドルとなった。 

 

 

  

 
16 第一次所得収支は、雇用者報酬のような生産過程に関連した所得や財産所得の収支を示す。また、第二次所得収支

は ODA や個人送金等の経常移転による所得の再分配の収支を示す。 

（備考）IMF International Financial Statistics により作成。 
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第1-1-21図 中国の輸出入金額の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次に、中国の貿易構造を概観する。まず輸出面から品目構成をみると、2024年では、

電気機械と一般機械のシェアが大きく、両者で約４割を占めている。これらはより細か

い品目に分かれるが、主なものとしては、集積回路（4.5％）、リチウムイオン電池

（1.7％）、携帯電話（1.5％）等が挙げられる（第1-1-22図）。この他、自動車の構成

比は2019年には0.6％にとどまっていたが2024年には3.3％となり、近年急速に拡大して

いる。 

 

第1-1-22図 中国の輸出品目構成（2024年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

続いて、特に大きな増加がみられた2021年以降の輸出金額の動向について、財別の寄

与度を確認する。輸出金額の前年同月比の変動にはやはりウェイトの大きい電気機械や

一般機械が比較的大きな寄与を示しているが、輸出全体としては前年同月比でマイナス

となっている時期もほぼ一貫して自動車がプラスに寄与していることが2021年以降の動

（備考）中国海関総署により作成。 

（備考）中国海関総署により作成。 
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向の１つの特徴といえる。輸出全体に占める自動車の構成比はまだ必ずしも大きいもの

ではないが、近年の中国の輸出拡大のけん引役の１つとなっている（第1-1-23図）。一

方で、このところ欧米諸国から「過剰供給」が指摘されているリチウムイオン電池や太

陽電池については、少なくとも中国のマクロ的な輸出金額の増加に対する顕著な寄与は

みられない。 

 

第1-1-23図 中国の輸出金額の品目別寄与度分解 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次に、輸入面を確認する。2024年上半期の輸入品目のシェアを確認すると、原油や鉄

鉱石をはじめとする鉱物性資源、そして中間財である集積回路の割合が大きい（第1-1-

24図）。国内の産業構成として製造業のシェアが大きいことが輸入面にも表れている。 

 

第1-1-24図 中国の輸入品目構成（2024年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （備考）中国海関総署により作成。 

（備考）中国海関総署により作成。 
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 また、輸出と同様に2021年以降の輸入金額の動向について財別の寄与度をみてみる。

やはり、ウェイトの大きい原油、鉄鉱石、集積回路といった原材料、中間財が輸入金額

全体の動向に大きく影響している姿が読み取れる（第1-1-25図）。また、足下の動向を

みると、中国の輸出は2024年４－６月期以降前年比プラス基調で推移しているのに対

し、輸入については前年比でわずかな増加にとどまっている。 

 

第1-1-25図 中国の輸入金額の品目別寄与度分解 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（貿易相手国・地域は欧米から ASEAN、中東、中南米等にシフト） 

 中国の貿易構造の特徴を貿易相手国・地域の観点からも確認してみよう。まず、過去

10年の輸出相手国・地域の推移をみてみると、2010年代後半の米中貿易摩擦や2020年代

の欧米におけるデリスキングの進展の下、アメリカや日本、直近ではEU及び英国向け

の輸出シェアが低下してきている（第1-1-26図）。一方で「一帯一路」沿線国17を含

め、ASEAN諸国やロシア、中南米、中東、アフリカ向けの輸出シェアが拡大しつつあ

る。また、香港については、2014年にはシェア15％程度とアメリカやEUと比肩する輸

出先であったが、足下ではシェアが８％程度と半減している18。 

 

 

 

 
17 習近平国家主席は、2023年10月に北京で開催された第３回「一帯一路」国際協力ハイレベルフォーラムにおける基

調講演の中で、ユーラシア大陸やアフリカ、南米を中心に世界150か国以上と「一帯一路」に関する覚書を締結して

いる旨述べている。 
18 香港への輸出の大宗は第三国へ再輸出されている。中国の輸出先に占める香港のシェアが低下してきた要因の１つ

として、中国本土の港湾の整備が進み、輸出に当たって香港港への依存度が低下してきたことが考えられる。華南地

域における港湾の発展を研究したLi et al. (2022)では、1990年以前は香港が実質的にこの地域で唯一の貿易港であった

が、1990年代には香港と深センが２大港湾となり、2000年代前半以降になると更に中国本土の港湾が発展してきたと

いう経緯が示されている。 

（備考）中国海関総署により作成。 
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第1-1-26図 中国の輸出相手国・地域の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 輸入相手国・地域についても、日本や韓国のシェアが低下してきた一方で、ASEAN

諸国のシェアが拡大してきている（第1-1-27図）。輸出とは異なりアメリカのシェアは

2019年から2024年でやや拡大しているが、ロシアや中南米のシェア拡大は輸出とも共通

する傾向である。特にロシアからの輸入は2022年のロシアによるウクライナ侵略（以下

「ウクライナ侵略」という。）以降、顕著に拡大している。 

 

第1-1-27図 中国の輸入相手国・地域の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 このように、特に2020年代以降、中国の貿易相手国・地域は、アメリカや日本、EU

等の先進国から新興国、途上国への多角化が進んできている。これは、特定の貿易相手

国・地域への依存度を低下させ、貿易相手国の経済動向や通商関係の変化に対する脆弱

（備考）中国海関総署により作成。 

（備考）中国海関総署により作成。 
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性を低下させていると捉えることもできる。こうした中国の貿易構造の変化を把握して

おくことが、中国経済の世界経済との関係を考える上でも重要であろう。 
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